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監査制度の展開は会社制度の発展の歴史と密接な関係を有し，又会社制度の
展開は資本主義経済の発展ときわめて密接不可分な歴史的相互関係を有してい
る。日本における監査制度の展開は明治維新，政府の経済政策の一環として政
府主導型の下に移入された株式会社制度と同時に理念的に導入されたのであ
る。
日本における会社制度の導入は「生産の発展がまずあり，それへの対応とし
て経済諸制度の近代化が行われるという先進資本主義国の場合一例えばイギ
リスーーとは異なって,日本のような後進的資本主義国においては，近代的経
済制度，組織が逆に生産を刺激し，発展させるというS叩ply-1eadingの役
割を果すのである」（'）と述べられ，又「資本主義の先進国西欧では前期的資
本の集積集中の形態として，民間の慣行のうちに次第に会社の諸方法が形成さ
れ，それが国家法にとりあげられ，整備されて会社法となるが，わが国ではま
さに逆であり」(2)政府の積極的指導育成の下において，株式会社制度の啓蒙，
普及がなされ，例えば，大蔵省において渋沢栄一を中心に株式会社企業に関す
る啓蒙書の編纂一宮版会社弁福地源一郎訳（明治4年，米ウエイランド
箸経済書中ノ会社編ヲ大旨トシ，傍ラ英ミル氏荷蘭ニーマン氏ノ経済篇中二
就テ抄訳ス）立会略則渋沢栄一述一等の頒布(3)等においてもみることが
できる。
しかしかかる政府の意向とは異なり，民意は「本邦の商人は封建制度の弊習
に馴れ人格卑屈であって，19世紀の文明世界の通商に任ずべきものにあらず，
自ら進みて文明的経済を為し得べきにあらずして，これ幼稚なる商人を率いて
富国を謀らんとするは望み難きところなるを以て，政府先づ自ら起ち産業に干
渉し,商業に，工業に自ら研究してその理を説き，自ら経営してその範を示し
－17－
－65－
或は干渉し，或は保護し，先駆して産業の発達を謀らざるべからず，これ政府
が産業の保護政策を取るに至りし所以……」（4）と，又「長い封建の抑圧の下
に屈従の生活を送った日本の商工業者は政府の望むとおりに，その産業を自ら
の力で発展させる能力と条件とに欠けている……」（5）と述べられる状況の下
にあり，政府は企業の株式会社制度を民間資本の自主的発展成長をまついとま
もなく，政府の指導の下に移植されたのである。それゆえに監査制度なるもの
も，株式会社制度の移入と同時に，その一環として理念的に導入されたのであ
る。
監査制度の導入方式は，明治政府の経済政策においてみるごとく，積極的な
る殖産興業政策の一環としての株式会社制度の保護育成，普及促進に重点がお
かれ，特に近代的信用制度の確立の一手段として，政府の手による｢官庁監査」
制度として導入され,その端緒は株式会社制度の移入の具体的実践の一つとし
ての国立銀行条例に導入されたのである。
当該稿においては殖産興業政策の一環として導入された株式会社制度の具体
的適用の端緒としての信用制度整備確立を担った国立銀行における監査制度の
導入確立過程－特に小野組破産事件を契機として導入強化された監査制度の
展開一について論究する。
（1）正田健一郎『日本資本主義と近代化』日本評論社109頁。
②福島正夫「日本資本主義の発達と私法」(二)『法律時報』第25巻2号56頁。
（3）『明治文化全集』第12巻経済篇に所収土屋喬雄「日本株式会社企業の成立，発展
B」『経営論集』第14集18-19頁。
（4）滝沢直七『稿本日本金融史』明治文献52頁。
（5）福島正夫「明治初年の経済政策と資本蓄積の問題」『東洋文化』9号3頁。
(1)
わが国における銀行信用制度の展開は，明治維新の経済政策の一環をなす殖
産興業政策として資本主義的生産様式を育成することを政策目標とし，幾多の
資本主義的制度を欧米より移入した。この諸制度移入の一環として銀行制度も
政府主導のもとに移植せられた。かくてこの制度は，これを求める内的な要求
が社会的な力として発現する前に形式的に設立された関係にあり，（1）わが国
の銀行信用は公信用をもとにして設定されるという形態をとって発展してきた
のである。（2）かかる状況の下においては，会計及び監査制度の展開も政府主
導の下に導入され，公信用に係わる会計責任の問題との関連の下に発現してき
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たのである。
わが国における会計及び監査制度の導入は明治新政府の為替方として活躍し
た小野組の破産事件を契機として，その端緒を印したのであるo小野組の破産
事件の経過及びその因素については，例えば「小野組始末記」－小野組瓦解
の真相－小野善太郎，「明治財政経済史研究｣－小野組閉店と明治政府－
吉川秀造，「小野組の研究」全4巻宮本又次等において論究されているところ
である。
小野組破産及びその因素について概要を示すと，その(-)として明治維新官金
取扱業としての為替方に関する諸規定の改廃に関する事情が上げられる。明治
政府の官金取扱業としての為替方（国庫二収納スル金銭ノ鑑定収入逓送若クハ
支出ノ事務ヲ掌ルモノ）允許は，明治元年2月為替方允許（小野組その他三者
建議により允許される｡）
同年12月為替用達と改称
明治2年正月為替方に改称
同年7月大蔵省設置大蔵省為替方に改称
明治5年8月政府の命により三井・小野組組合銀行創立同時に大蔵
省為如方を廃して同行に大蔵省為替御用掛を命ず
明治6年6月第一国立銀行と改称大蔵省為替方御用掛
同年7月大蔵省為替取扱規則
明治7年2月各府県為替方設置手続及び為替規則
同年10月同上，修正
11月小野組破産
小野組破産の一因素はかかる官金取扱出納業務に係わる諸規則の改廃に求め
られ，例えば「明治7年冬小野，島田閉店ノ変アルヤ其原因ヲ尋鐸セハ之ヲ
官金出納ノ検束二拠ルト云ハサルヲ得ス」（3）とか又「明治7年騨震一声耳を
掩ういとまなく，一令に次いて一令は発せられ，為替方に対する政府の方針は
急激に変更せられた。その2月各府県為替方設置手続及び為替規則に修正を施
し，為替方は毎年取扱うべき金額の概算三分の一を担保として提供すべきこと
を定め，10月22日復たこれを修正して担保額を頂ケ金相当額に引上げ，同月24
日又復た更に令して追加担保の提供期限を12月15日限りとなす旨，矢継ぎ早に
厳達せられたoll月に入って政府の追究は愈々酷に，大蔵省は各府県に対して
電報をもって，小野組に預ケ入れたる金額を一時に取立つべき旨の厳達があっ
た。この情報を灰聞せる小野組幹部は緊急会議を凝らした末，所有不動産を急
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拠の場合売却し又は殖産興業奨励の主旨を体して事業に投資し多方面に貸出し
たる巨額の資金を一朝に回収せんことは到底人力の及ぶ所にあらざるに見易き
理で，加えるに銀行の所有株金壱百万円は抵当になし得ざる条例である。ここ
に於て大蔵省が各府県に訓電を発するに先立ち，同省に整理を歎願するに如か
ずと決議し，’1月20日断然大蔵省へ歎願害を提出し，その他諸官省,各府県庁
へ対し為替方御用辞退を願い出た｡｣(4)と述べられるごとく，小野組の破産
因素は，明治政府官金取扱規則の整理改廃の歴史と密接なる関連を有するので
ある。
大蔵省沿革志によると，明治元年2月13日(5)富商三井八郎右衛門，島田八
郎左衛門，小野善助本局官金為換……為換トハ金銀貨幣ヲ遠地二逓送セント欲
スル者先ツ其ノ本地ノ甲舗二就キ実貨ヲ交付シ而シテ金額ヲ記載セル券票ヲ領
受シ，其ノ券票ヲ遣地二逓送シ遣地ノ乙舗二就キ実貨ｦ収領スル者ニシテ即チ
涯免ヲ謂フ……ノ便法ヲ斡弁スルヲ申請シ乃チ之ヲ聴許ス」（6）と述べられる
ごとく，三井，島田，小野の三名より会計事務局へ官金出納の取扱について建
議し，国庫の出納機関としての会計局為替方を允許せられ，同年'2月'4日為替
用達と名称変更「東京府下ノ商売三井次郎右衛門以下50余名二官金取扱用達ヲ
命シ為換方規ヲ授与ス」(7)するとともに，各為替用達に対して，官金為替事
務取扱い預託として各々一万両宛を交付し，6カ月毎に収支を清算するよう義
務付けたのである。(8)為替用達は明治2年正月再び為替方に改称し，同年7
月大蔵省の設置とともに大蔵省為替方と改称された。
為替方の職務とするところは，「国庫に収納する金銭の鑑定，収入，逓送若
くは支出の事柄を掌った国庫出納機関･…．．」（9）であって，それらは当初「…
…右会計局出納局出納取扱ては諸入用等も相掛り候得共当分御奉公に奉相勤，
追々出納手馴れ候上は相当御入用見積御下渡奉願上候」‐('0)と述べられるごと
く，為替方は公金の出納業務を無手数料で取扱う反面，公金の出納業務は無担
保，無利子の国庫資金を運用しうる特権を有することとなった。かかる特権は
「明治新政府はただちに自らの手で全国的機関を設ける力もいとまなかったの
で，全国的機能をすでにもっていた旧幕時代の為替組の組織をそのまま利用す
るの外に途がなかった。かくて為替方の昌運が開け(u)…･･･全国的機能を持ち
うる小野，島田,三井を利用したのであった｡」（'2)('3)と述べられる如く，官金
出納の特権はほとんど三家の手に集中したのである。
明治4年7月廃藩置県とともに，従来各藩において官金取扱いの業務に従事
していた為替方御用達商人も新政府の中央集権化政策の下において，藩の独立
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財源を失う,こととなると同時に各藩における為替御用達商人にかわって，例え
ば明治5年4月井上大蔵大輔の建議「租税米金送納之難易者大二地方之煩慮ス
ヘキ事ニシテ而モ収税之事務挙否関係スル処ナレハ渋滞滝留スヘカラサル様適
宜之方法相設度……」（'4)における府県租税金の為替方法による送納は為替方
の官金取扱い量を益々増大させることとなり，このことについて例えば渋沢栄
一は，「明治4年7月廃藩置県ノ令発シテヨリ全国ノ租税悉ク大政府ノ下二収
拾スヘキヲ以テ各県治下ノ官金ヲ収入シテ之ヲ東京二運輸スルノ際二於ルモ毎
県出納ノ事務多クハ三家ノ請求二従上便宜之ヲ許可シテ其事ヲ処セシムルヨリ
三家俄二各地二支店ヲ設置シ且移多ノ官金ヲ寄托セラルルヨリ誤テ暴富ノ想ヲ
ナシ従来各自ノ営業ノ例格モ自ラ変更シ其官金ノ運転二際シテ各々自家ノ鼠利
ヲ計ルヨリ通商商業至ラサル所ナク終二全国ノ融通商業ヲシテ三家ノ進止ニヨ
ツテ影響ヲ生セシムル是乃チ三家ノ営業二於テ条規例格ノ拠ル可キナキニ座ス
ルト云トモ抑亦官府ノ夙ク其流弊ヲ洞見シテ之力制規ヲ設立シ漸ク其慣行ヲ逓
正セサルノ過失ナシト云ブ可ラス是レ栄一ノ深ク憂慮スル所ニシテ雲二職ヲ大
蔵二奉スルノ日モ亦嘗テ思惟スル所アリト云トモ才拙ク識乏シキヲ以テ未タ其
匡正ノ方法ヲ建案スルニ至ラサリシ」（'5)と述べ官金出納取扱い方について苦
慮していたのであるが，具体的方策としては，廃藩置県後府県為替方に対して
｢明治5年5月15日府県送納ノ租税金ヲ為替方二委任スルコトトシ三井,小野，
島田三組ノ設置セル各地方支店に為替方支店ノ名称を仮付シ其支店所在ノ府県
ヨリ施行シ其支店ナキ府県ハ後日設置ノ時ヨリ施行セシムルコトトシ選納為替
ノ順序ヲ設ケ毎月望晦ノ両次二租税ノ多寡ヲ問ハス総テ為替券ヲ以テ東京二送
納スルモノトシ其他県地ヘノ為替順序及請書ヲ定メタリ……
御請証書従来出店有之候御府県下ヱ為替方出張所取設御上納金為替方並御
用金預方共取扱方被仰付難有御請奉申上候
一右御用取扱候二付テハー県一万両ツツノ証拠金差上置月七朱之利金御払被
下候旨被仰付御請奉申上候
一右御用取扱之儀ニ付万一名代人共引負又ハ心得違之儀有之候ハハ急度引請
相弁へ御手数相懸申間敷ハ勿論其次第二寄証拠金等ニテ相弁へ兼候節ハ如何様
ニモ差操弁納可仕候……('6)」と述べられる如く，従来，為替方は官金を無担
保無利子にて運用する特権を有していたのであるが，廃藩置県後一県につき一
万両の証拠金を上納することを条件として許可したのである。（'7)('8）（これは
我国における証拠金徴収の端緒である）
明治5年8月5日小野組は政府の命により為替方の名称を廃して，為替座内
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に三井小野組合銀行を設立し，大蔵省為替御用掛となり，官金為替出納業務に
従事したのであるが，同年11月15日国立銀行条例の発布にともない，明治6年
2月為替座の廃止とともに官金為替出納業務も第一国立銀行（三井小野組合銀
行の改組）に継承されたのである。
官金出納に係わる証拠金の制度は，「明治初年に政府は三井，島田，小野等
の豪商に命じて為替方として官金の為替取扱を行わしめたが，初め何ら証拠金
などの規定がなかった。在官中（井上馨）はこの不都合を見付けて，5年5月
為替方へ府県送納の租税金をも取扱しめることにした際，一県に就き壱万円の
証拠金を上納せしめた……」（'9）と述べられるごとく，従来為替方取扱い官金
は無担保，無利子による運用がなされ，その不合理性及び官金の安全性が官金
出納為替規則の整備とともに,I証拠金の制度の導入による保証方式が採用さ
れ，例えば明治6年6月第一国立銀行金銀取扱規則においては，「太政官布告
第236号，第237号，（明治5年7月2日)大蔵省第一国立銀行金銀取扱規則－
大蔵省ノ金銀出納事務ヲ第一国立銀行二命シ其取扱ヒヲナサシムニ付右従事ノ
手続キ及出納ノ諸規則トモ大蔵省官員ト右銀行頭取取締役等ト協議決定スル条
々左ノ如シ……
第11条此銀行二於テハ預り金ノ質物トシテ公債証書又ハ確当ナル預ケ金貸
出金ノ証文又ハ家作地面地券ノ類至正ノ実価ヲ積算シ其確実ヲ保証スル為メ兼
テ之ヲ差入置ク可シ尤右高ハ預ケ金ノ半高ヲ以テ目途トナシ時二於テ之ヲ
増減交換スルコトアル可シ（7年太政官達第138号ヲ以テ預ケ金ノ相当高ト改
メ次テ8年同第130号ヲ以テ改正ス）
第12条此銀行ノ預金高ハ前条貨物ノ都合ニヨリ常二200万円或ハ150万円ヲ
以テ極度トナスヘシ若此決定ノ金額二超越スルトキハ大蔵省金庫へ繰入又ハ
他ノ銀行へ預ケ方ヲナスカ或ハ別に確実ノ保証ヲ差出シ此銀行二預ルコトアル
ヘシ」（20）
と規定して，通常，預金高は200万円或は150万円を限度として，その預り金
の半高（二分の一）を預り金の担保として証拠金を上納することとした。一方
府県貢納為替方については，太政官布告第237号（明治6年7月20日）「府県貢
納金為替方並二県費請払出納等二付テハ各自便宜ヲ以テ商会又ハ有名ノ豪商等
へ申付出納ノ現務為取扱候処此度大蔵省二於テ官金出納取扱方ヲ第一国立銀行
へ命シ別紙ノ通り約定相設候二付向後府県二於テモ右約定ノ成則二従上草案ヲ
設為シ為替出納等為取扱候モノ名前取調都テ大蔵省へ伺出其指図二任セ約束等
相定出納筋重取締可致事」（2'）及び大蔵省第108号（明治6年7月5日）第3条
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「此為替方ハ其府県管下ノ貢納金或ハ大蔵省ヨリ請取セシ所ノ其管内出納ノ金
銀等ヲ掌リ常二之ヲ運用保持スルニヨリ仮令身元慥成者トイヘトモ万一不慮ノ
事出来候歎又ハ自家商業ノ成衰等二依り如何様ノ儀ニテ官ノ損失ヲ生スルモ測
り難ケレハ精確ノ引当品ヲ預リ置キ時宜ニヨリテハ之レヲ処分シ悉皆取揚ク可
キヲナシ親類戸長等ノ奥印ノアル証書ヲ取置クヘシ。但右引当品ハ其者ノ所持
スル公債証書ノ建物其地券ノ類，当時適当ノ実価ヲ以テ積算ｼ又ハ当時此ノ慥
成質物ヲ取置現金ノ貸高等詳細取調へ右証書ノ類差出候歎総テ府県毎歳風貢納
スヘキ金高及上大蔵省ヨリ請取ルヘキ高トモ見積り其概略合高三分ノー又ハ四
分ノーの質物ヲ取置キ為替或ハ預ケ金トモ運用ノ高ヲ計り……」（22）と述べ，
官金取扱高の3分の1或は4分の1を官金取扱証拠金として担保に供すること
を定め，又明治7年大蔵省第15号達によって，三分の一或は四分の一なる担保
供出基準を三分の一に確定し，再に「同年10月22日大蔵省乙第11号達ヲ以テ預
ケ金高相当ノ質物取置キー改メ」（23）府県の為替手続において，担保は預け金
相当の額たるを要することと改正し，追加担保分については，同12年月15日迄
に上納することが義務付けられたのである。
かかる為替規則及び手続に係わる証拠金（担保）規定の改廃は無利子無担保
という条件の下に官金出納為替資金の運用という寛大なる条件の下に允許され
た為替方業務が廃藩置県，地租改正と，中央集樹上の進行とともに取扱高の増
加，同時に官金の保証及び官金運用利得の独占化の排除という観点より証拠金
（担保）の預託義務を取り入れ，又預託証拠金担保率の改訂がしばしば実施さ
れ，預託証拠金率の改訂が小野組等の破産因素と密接なる関係を有しているの
である。例えば証拠金率の改訂は明治5年から7年の3年間の短時日に二分の
一から預け金相当額に，特に明治7年2月証拠金担保率は預け金の三分の一か
ら同年10月には預け金相当額に，と同時に証拠金の増額修正分については納付
期限を12月15日迄とした。かかる証拠金率規定の改廃は，例えば「為替方とし
ての小野，三井両組は大狼狽を来し，小野組はとうてい布達のごとく完納する
ことが困難なるを察し，ついに11月18～19日頃本店を閉じた。小野組の官金預
り高の額は莫大で「あけぼの新聞」はそれを450万円としている。したがって
増抵当の必要額も甚大であり，小野組の増抵当の上納に陥り，さればといって
預り金の返上はさらに不可能であったからたちまち閉店のやむなきにいたった
のである」（24）
小野組破産事件はかかる明治維新政府の官金取扱に係わる為替規則及び諸手
続の制定改廃過程，特に預託証拠金規定の改訂事情と密接な関係を有する事件
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であるといえよう。但し小野組の破産を為替規則及び諸手続の改廃に直接的因
素として位置付けられるものではなく，小野組を破産に導く一要因で，結果と
して小野組破産に至る時期を早めることとなった。
小野組破産因のその口は，明治7年11月小野組閉店の動機は為替方規則及び
手続の改訂を機としたのであるが，閉店の真因は官金出納に係わる預託証拠金
率の改訂（担保率の増額）に由因するものではなく，例えば，「明治4，5年
頃生糸，養蚕．鉱山などにて，小野組の手によって就業したるものは実は豪商
の私有の財本ではなくて，今となりて考ふれば……三井，小野，島田等の豪商
に租税金の為替を申付けおき,上納期限に間に合えば，其預りの時間は無利子
にて官金を預り主の自由に使用せしめたり。故に我輩が喜びて私有の財本を認
めたるは大抵みな彼等が融通したる官金なりきまた先に私有の財本と見認め
たるは豈図らんや皆是れ官金を融通したるものにて，日本全洲の金融は悉く政
府の租税金にて有りける」（25）と述べられる如く，大蔵省為替方として，また
40余府県の為替方として地方より中央政府に納める租税金を無利子，無担保に
て預かり，且その出納事務を取扱い，官公金の流用による各種事業への投資又
は起業資金としたのである。かかる資金は租税金の他に民間払人との間の預金
及び貸付金等も含まれ，その額は巨額に上っていた。小野組の積極的なる起業
等の資金は自己資金ではなく，かかる為替方としての官金，民間払人の預金等
の運用によって行なわれ，三井組と共同出資して設立した第一国立銀行からも
自己の出資金をはるかに超過して借入れ行っていた。（26)(21）小野組は本来の業
務としての金融業の他に，製糸業,鉱山業，米穀業等各種の事業経営に官金を
流用投下し，かかる資金が固定資本と化し，例えば，その間の事情について「
小野組が府県方を拡張して得た官金の預り高は総額450万円にのぼっていた。
各地の支店，出張所を通じて巨額の官金を集め，これに諸向預金を加えて大規
模な米相場を行なったり，蚕卵紙，生糸の取引，製糸業，阿仁，院内，尾去沢
などの鉱山を経営し，当時小野組の総負債750万円にたいし，現金は7万円地
券，公債11万円にすぎなかったというのではその金繰りがいかに放漫に流れて
いたかがわかるであろう」（28)(29）と述べられるごとく，明治7年10月の預託証
拠金の増額及び増担保の上納期限の限定は,固定資金の短時日によるとともに
早急なる固定資本の流動化は事業の売却を必要とし，官金流用資金の回収は至
難を極め，破綻を招くに至ったのである。すなわち小野組破産の一因として，
官金の流用による資本の固定化が上げられるO(30)
（1）『現代日本産業発達史』26巻銀行編3頁。
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(2)『現代日本産業発達史』26巻銀行編5頁。
(3)『青淵先生60年史』第2巻717頁。
(4)小野善太郎n,野組始末記』169頁。
(5)宮本又次「明治初期の為替方と小野組」『バンキング』第218号49頁神長倉真民
『明治維新財政経済史考』47～48頁･明治6年2月12日にその允許を得たものと思
われる。
(6)『明治財政経済史料集成』第2巻4頁。
⑦『明治財政史』第4巻10～11頁。
(8)『日本経済史辞典』第1分冊293頁。
(9)『日本経済史辞典』第1分冊293頁。
⑩宮本又次「明治初期の為替方と小野組」『バンキング』第219号65頁。
⑪宮本又次「明治初期の為替方と小野組」『バンキング』第219号65頁。
⑫宮本又次「明治初期の為替方と小野組」『バンキング』第219号68頁。
⑬三家力明治政府ノ官金取扱御用ヲ務ムルノ初メニシテ其当時ハ官金取扱ノ法規備ラ
ス政府ハ全ク信用ヲ以テ之ヲ托シタルモノナリ『青淵先生60年史』第2巻714頁。
⑭『明治財政史』第4巻12～13頁。
⑮『青淵先生60年史』第2巻716頁。
⑯『明治財政史』第4巻14頁。
⑰明治5年5月15日大蔵省は府県送納の租税取扱金即ち従来現金をもって各府県から
逓送していた租税金を為替方に委任することにし，以来為替をもって送納させること
にし，その取扱をも大蔵省の為替方たる三井，小野，島田の三組に委任し，この三組
が地方に設置している支店を為替方支店としたのである。宮本又次「明治初期の為替
方と小野組」『バンキング』第219号73頁。『明治財政史』第1巻250頁。
⑱小野組の支店網について、宮本又次「明治初期の為替方と小野組」『バンキング』
第221号68～79頁参照。
⑲宮本又次『小野組の研究』第4巻680頁。『世外井上公伝』第2巻5編。
鋤『明治財政史』第4巻18～19頁。
伽『明治財政史』第4巻24頁。
剛『明治財政史』第4巻26～27頁。
卿『明治財政史』第4巻27頁。
鋤宮本又次『4畷組の研究』第4巻679～680頁。
㈱宮本又次「明治初期為替方と小野組」『バンキング』第221号77頁。『明治編年史』
第2巻271頁。
㈱宮本又次「明治初期為替方と小野組」『バンキング』競21号76～77頁。
伽当時小野，島田，三井三家の為替方としての事情を「青淵先生60年史」第2巻
714頁。
三井，小野，島田，三家ハ明治元年以来官金ノ取扱二従事ｼ全国各地ニ其支店ヲ設
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置セリ政府ノ才入才出ハ其始メ微々タリシモ年々増加シ殊二明治4年廃藩置県後ハ益
々多キヲ加へ三家力取扱う所ノ官金モ頗ル増加シ常二巨額ノ預金ヲ有スルヲ以テ三家
ハ之ヲ各種ノ事業二運転シ頗ル利益ヲ得盛ン二勢力ヲ張ルー至しり……政府諸般ノ制
度ハ漸次整頓ヲ告ケ･…･･取扱方法ヲ改正スルコトトナルヤ従来ノ法二厳粛ヲ加ヘタル
ヲ以テ三家ハ頗ル資金ノ回収二苦シミタリ……。
剛『三井銀行80年史』77頁･宮本又次『小野組の研究』第4巻694頁。
剛小野組は米穀のみならず，生糸の輸出をなしたが，これは実に価格変動の激しい商
品であったし，固定資本に多額を必要とする小野組経営の鉱山も13鉱山中真に利益の
あがるのは5鉱山ばかりで，また利潤収入があったわけではなかった。宮本又次『小
野組の研究』第4巻677頁。
帥小野組の研究に関して宮本又次先生の大著、,野組の研究』全4巻がある。参照さ
れたし。小野組が破産に及ぶまでの営業の概況については,｢就御尋言上書」がある。
『バンキング』第219号66～66頁。
(II)
我国における監査制度は，明治維新殖産興業政策の一環として，近代信用制
度確立指向の下に導入された国立銀行制度(発券銀行としての特殊性を有した）
とともに移入され，特に銀行制度（銀行業含む）の特異性に照して，監査制度
は監査の主体を国立銀行条例（明治5年）第17条「銀行ノ事務実際検査ノ為メ
紙幣寮ヨリ検査役派出ノ手続ヲ明ニス」（1）との規定においてみるごとく，国
立銀行は株式会社，私法人の形態を採用していたにも拘らず，監査は監督官庁
の監査人によったのである｡(一般企業,国立銀行以外の株式会社には，いまだ
具体的なる監査規定は法制化されていなかった｡）すなわち，我国における近
代的監査制度は政府主導の下に移入された国立銀行業監査として，例えば「国
立銀行ハ我国二於テ創始ノ事業二属シ加フル二為替会社の覆轍アリシヲ以テ政
府ハ宙二其条例ノ制定二就テ非常ノカヲ尽シタルノミナラス之力保護監督ノ上
二於テモ亦甚タ勉メタル所アリ且ツ国立銀行ハー種ノ特権銀行（紙幣発行）タ
ルヲ以テ政府ノ監督頗ル厳密ナリシカ故二創立以来直按二間接二其銀行ノ為メ
ニ行政ノ処分ヲナシタルモノ枚挙二連アラス」（2）と述べられるごとくその端
緒が印されたのである。
国立銀行条例及び同成規（明治5年11月15日太政官布告第349号）における
監査は，「明治6，7年ノ両年間ハ銀行ノ業務未タ緒二就カス其役員ハ皆旧来
ノ商佑ニシテ嘗テー人ノ簿記法モ解スルモノ無シ是ヲ以テ銀行ノ出納計算二関
スル諸帳簿ハー定ノ法二依ラシムルノ成規ナリト難トモ未タ適カニ従来ノ慣用
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ノ記帳ヲ更ムル能ハス之力為メ大二其検査二苦ムコトアリ故二当時本課ハ首ト
シテ簿記法ヲ改良ナラシムルニ注意スルト雄トモ猶ホ往々陰二日本旧様ノ帳簿
ヲ混用スルモノアリテ到底各銀行ノ簿記一定スル能ハス然しトモ営業日ヲ積
ムニ従上其出納漸ク多岐ニ渉ルヲ以テスク之ヲ苛且ニ付ス可カラス故二紙幣頭
ハ小野組ノ破産二会シ御雇英人アルレン・シャンド氏ヲシテ各銀行ノ帳簿ヲ検
査セシメ以テ其業務ヲ振刷セント欲シ遂二其議ヲ大蔵卿閣下二開陳シ其允許ヲ
得乃チ明治8年1月ヨリ同氏ヲシテ各銀行ヲ検査セシム是二於テ検査ノ方法
始テ立チ各銀行ノ簿記井然条アリテ素レズ其資産負債ノ実況初テ瞭然タルヲ得
タリ」（3）と述べられる如く，監査制度はいまだ理念的導入の域を越えず，明
治7年第一国立銀行の大株主であった小野組の破産事件を契機として，政府は
監査制度の定着と強化に乗り出したのである。
小野組の破産は官金為替方として政府に与えた損失は75万円にも及び9(4)(5)
一方殖産興業政策の担い手としての国立銀行（具体的には第一国立銀行）の大
株主（明治6年5月10日創立証書によると，株主総員71名総金高2,440,800円
総株数24,408株三井小野（善助）各70万円7,000株の筆頭株主であった)(6)で
あった小野組の破産は，第一国立銀行のみならず国立銀行制度それ自体の基盤
を揺がしかねず，当時の苦情，対処策について，東京日々新聞（明治7年11月
25日）は次のように報じている。
「小野組の閉店は経済界の大脅威，両日以来我輩の頻りに嘆息する処の小野
組の閉店は如何なる都合に成行べきか未だ之れを知らずと雄ども世上の人気は
大に騒立ち到る処みな此事の評判を聞かざるはなし……。数年来日本政府の誘
導にて創立したる会社商社の名目あるもの一として利益あるはなし(7)遅かれ
速かれ皆元金の損毛となるもの而已なり。故に町人も何社中に命ぜられ元金を
出す時は初めより之は損金御上への御奉公と覚悟する位なり，然るに此銀行の
みは是までの会社にひとしからず株主も半年毎に相当の利益金割賦を得て世間
の人々に社を結びたる効能を示し，又二つには金融の為に銀行の無くてならぬ
手本をも示し，漸やく町人をして方向を定めさせんと致したる期に臨み，是ま
でに取り立ちたる銀行の腰を折る事ありては，差向き日本の金融を塗のみなら
ず，再び日本の富家豪家をして社を結び，元金を募るの念を断しめ，折角誘導
したる奮発も中途にて水泡と成果くし，呪んや250万を募るほどの大社は，も
はや連も当分の処にては創立し難きに於ておや，我輩が平生より口癖に唱ふる
通り，日本全州の進歩は商売の繁昌を，工作の盛大とにあり，其繁昌と盛大と
を超すは元金の融通を便にするにあり，而して政府に於ても元金の融通を便に
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するは銀行を立るに在りと云ふ道理に深く注意し，力を尽して此銀行を助けら
れん事を希望するなり。一概に云へぱ政府は何にも銀行を助けずとも済む事と
思へども，是は銀行を助くるには非ず，即ち日本の商売と工作とを助くる為な
れば,矢張政府にて取扱ふべき務の一分たり……」（8）
かかる破産事件を契機として，政府は国立銀行制度の擁護，具体的には第一
国立銀行の救済の一環として，御雇外国人アラン・シャンドをして，「各銀行
ノ帳簿ヲ検査セシメ以テ其業務ヲ刷新センコトヲ大蔵卿二開陳シテ其允許ヲ得
明治8年1月ヨリ順次各国立銀行ノ検査ヲ開始セリ，爾来銀行ノ簿記法漸ク整
ヒテ資産負債ノ状況従テ甚力明確ナルコトヲ得タリ」（9）と述べられる如く，
被監査会社たる国立銀行の監査受入態勢の整備と監査制度の確立を指向したの
である。
国立銀行における監査の目的，監査の方法については，アラン．シャンドの
「日本国立銀行事務取扱方一此ノー篇ハ英人暹度氏旧紙幣寮御雇中代ノ曽テ
彼国銀行二於テ実験セシ所ヲ以テ我国立銀行ノ実際二就キ其便否ヲ酎酎シテ事
記セシモノニ係ル今訳出シテ以テ世二示ス」との記述においてみるごとく,英
国における監査実践をその範として採り，監査は精密監査を主として帳簿監査
として実施するという手法，すなわち第一銀行暹度氏報告（明治8年）「此度
ビ検査ノ儀二付テ最モ先ツ着手スベキコトハ金貨紙幣銀貨及上銅貨地金銭公債
証書及び銀行紙幣ノ現有高ヲ督察シ精密二差引残高勘定表卜適合セルヤウ成ル
可キ丈ケ詳細二証認スルコトヲ務メタリ」('0）の記述にその一端が伺える。
監査の目的については,監査制度それ自体が，明治維新殖産興業政策の一環
として導入された制度であり，（11）それらは政府主導の下に移植された監査制
度である点においても自明であるごとく，「当時ノ検査ノ方法ハ主トシテ条例
ノ本旨二基キ……」('2）明治政府の経済政策の一環としての職務を帯び，かか
る目的に主点がおかれ監査制度が展開され，企業経営職能の分化にもとずく監
査職能の発現及びその目的とは意を異にし，主として経済の根幹たる信用制度
の監査にその端緒を印し，しかるのち一般会社企業の監査へと展開していくの
である。
監査に係わる諸規則一特に監査の拠るべき基準なり，指針については,｢当
時ﾉ検査方法ハ主トシテ条例ノ本旨二基キ検査官吏ノ裁量二任シタルモノニシ
テ未ター定の成文条規アルヲ見ス唯明治8年6月紙幣権助一川研三外二名力第
五国立銀行鹿児島支店へ出張ノ節紙幣頭ヨリ達シタル検査心得ハ其ノ方法ノー
般ヲ窺う二足ルヘキヲ以テ……('3）第五国立銀行鹿児島支店へ出張検査注目用
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意の款項，一，該銀行金銀並二公債証書ノ有額ハ総テ之ヲ銀行ノ原簿或ハ報告
書類等二照合シテ周密二監査可致事……第二款第一の諸簿冊之類ハ順次二検按
悉査シ若シ其記入簿冊ノ類別ヲ誤ルカ或ハ不悉ノ件モアラハ之ヲ丁寧告諭シテ
以テ必ス改正二付セシムヘキ事……｣('4)と監査実施手続を個別的例示する域に
止まっていたのである。（15）それ故に監査制度それ自体も例えば「明治6年及
7年ノ両年間ハ銀行ノ業務未タ全ク整備セス加ヘラス其役員ダル大抵皆旧来ノ
商佑ニシテ簿記ノ法ヲ解スルモノ殆ント稀ナリ之ヲ以テ政府ハ雲二簿記精法ヲ
刊行シテ次テ報告書差出方規則ヲ作り国立銀行ノ出納及計算二開スル諸帳簿二
悉クー定ノ法二拠ラシムルノ成規トナシタリト雌モ未タ従来ノ慣用ノ記帳ヲ更
メス往々ニシテ陰二旧式ノ帳簿ヲ混用スルモノアリテ各銀行ノ簿記方法未ター
定スルニ至ラス為二其ノ検査ヲシテ甚タ困難ナラシメタリ」（'6）と述べられる
如く，当時の監査情況は，被監査会社（国立銀行）の監査受入態勢の整備充
実，特に国立銀行条例第12条('7）「銀行ヨリ差出ス報告書計表ノ手続ヲ明ニス」
規定による報告，計算の書式「国立銀行定期報告差出方規則」の定着化に主点
がおがれ，監査それ自体は虚偽誤謬，不正の摘発に主なる注意が払われる監査
思考として初期的段階にあった。（以下次号）
(1)『明治財政史』第13巻50頁。
(2)『明治財政史』第13巻620頁。
(3)『日本金融史資料』明治大正篇第7巻6頁。
(4)明治7年11月小野，島田の倒産を機として大蔵省出納寮がみずから中央．地方にお
いて現金を「管守預り」することとなり，8年3月金庫出納条例付録が定められた。
『大蔵省百年史』上巻47頁。
(5)『第一銀行史』上巻190頁。
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